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米国における日本語教育

－北西部の状況を手掛かりに－

浅川　公紀　中津　将樹

Japanese  Language  Education  in the U.S.

Koki   ASAKAWA Masaki   NAKATSU

Abstract

Recently the number of Japanese language learners in the U.S.  has decreased, but

it covers a wider range of age groups than before.

Today most teachers of Japanese are satisfied with their work, and the students

are favorable toward studying it.  Their interest in Japan and the instruction given by

their teachers are the two main keys to attracting and motivating them to study

Japanese.

Japanese language education is one of the most important factors in creating

Americans who are more interested in and favorable toward Japan.  To do this, it is

necessary to promote exchange activities between Japan and the U.S.  at various levels

including grass root exchanges, especially public relations, and improve the quality of

Japanese language education at the elementary and junior high level.



１．はじめに

海外での日本語学習がブームになり、学習

者の増加が指摘されてから久しい。国際交流

基金による1993年の調査によれば、全世界の

6,800機関（99か国・地域）において日本語教

育が実施されており、教師数は21,034名、学

習者数は1,623,455名にも及ぶa。これは1979

年度の調査と比較すると、それぞれ5.9倍、

5.1倍、12.8倍の増加である。その中でも、米

国は日本語教育が盛んな国の一つであり、そ

の数は602機関（世界第４位）、教師1,597名

（同第４位）、学習者50,420（同第６位）にも

上る。

しかし、近年、学習者数は減少傾向にある。

米国現代言語協会の調査（資料１）によれば、

対象となった大学において日本語を学習する

学生の数は、1990年には45,717名であったが、

1995年には44,723名に減少しているs。

本稿では、米国、特にワシントン州、モン

タナ州、オレゴン州など北西部を手掛かりに

現在の日本語教育の現状を検証していきた

い。まず、これまでの日本語教育の歴史的な

変化に関し、その推移や理由を検討する。次

に、北西部での現状やそこで実施されている

ユニークなプログラムを取り上げ、新たな傾

向や動きに焦点を当てる。さらに日本語教師

や学習者を対象にしたアンケートの結果をも

とに現場での日本語教育に関する意識を分析

する。最後に、これらをもとに、現在の米国

の日本語教育に関する問題点や今後の課題、

発展のための方策について考えていきたい。

２．日本語教育の変化

a歴史的推移

米国での日本語教育はどのように発展して

きたのだろうか。

すでに1900年代前半より主に日本から移住

した者や日系人会などにより、西海岸部やハ

ワイなどでは主に子弟を対象に日本語教育は

行われていた。だが、大学レベルではカリフ

ォルニア大学やハワイ大学など一部の大学で

講座が開講されていたのみであったd。

しかし、第二次世界大戦が迫るにつれ、敵

国研究として日本の社会と日本語に対する研

究の必要性が叫ばれ、国家政策として軍部の

指導によりいくつかの基地や大学で開始され

たのであるf。

戦後、大学での日本語教育を含む日本研究

プログラムは戦前と比較にならないほど拡大

した。この理由としては主に次のようなこと

が考えられる。第一に、戦後の冷戦の開始な

どの国際情勢の変化のために、日本が米国に

とって極めて重要になったことを米国民が認

識したためである。第二に、そのために連邦
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政府や民間団体からの資金援助や支援が、日

本研究などの地域研究プログラムに強力に行

われたためである。第三に、前述の軍部によ

るプログラムにより教育を受けた世代の一部

が、その後研究者となったことにより、人材

が比較的豊富であったためである。1960年代

に実施された調査によれば、当時75大学に日

本語の講座がありg、また同時期に全米日本

語教師会（ATJ:Association of Teachers of

Japanese）が設立され、160名もの会員を集め

たことは、日本語教育が米国の外国語教育に

おいて一定の位置を確保していることを証明

している。さらに1970年代には日本政府によ

り国際交流基金が設立され、日本側から積極

的に米国の日本語教育に対する支援が行われ

るようになった。

1980年代に入ると日本語学習者数は一気に

増加した。前述の米国現代言語協会による調

査によれば、調査対象の大学での日本語学習

者数は1960年は1,746名であるが、1970年に

は6,620名に増加し、その後1980年には11,506

名、さらに1990年には45,717名にも上ってい

る。他の外国語と比較した場合、その数にお

いて1960年度は８番目に履修者が多い外国語

になっているが、1990年には５番目の位置を

占めている。さらに10年単位にその増加率を

見た場合、1960－ 70年では 279％、また

1970－80年には74％、そして1980－90年に

は297％に伸びている。特に1980年代でこの

ような急速な伸びを示した言語は日本語のみ

であることから、当時の米国での日本語ブー

ムがいかに大きなものであったか、容易に推

測ができよう。

だが、この勢いは1990年代に入ると失速す

る。調査では1995年の日本語学習者は44,723

名であり、これは他の外国語と比較した場合、

４番目に履修者数は多い。しかし全体の数は

減っており、1990年と比較した場合、２％の

減少である。

s学習者数の変化

では、なぜ上記のような学習者数の増減が

起こったのだろうか。また1980年代に多くの

学生が日本語を履修したことは前述したが、

なぜ彼等は日本語を選択したのだろうか。

この理由としては、日本経済の成長があげ

られよう。つまり、世界経済に対する日本の

影響が強まり、またその役割も大きくなった

結果、より多くの学生が日本に注目し始めた

のである。そして、日本語を学習すれば、よ

り良い仕事に就くことができると考えたゆえ

の選択であろう。日本語を学習する動機とし

て「将来の就職やビジネスに有利」をあげる

学生は多い（詳しくは第５章を参照された

い）。

このような日本語学習者の拡大は、それ以

前と比較すると、次のような特徴がある。

第一に、地域的な拡大である。それまでは、

一部の有力な四年制大学のみで日本語講座が

開講されているにすぎなかった。しかし、米

国での日本語学習に対するニーズの増大に伴

い、これまで日本語講座をもっていなかった

地方の四年制大学や短期大学でも開講される

ようになったのである。

第二に、専攻分野の拡大である。それまで

は、日本語を学習する学生の多くは、日本の

文学や伝統文化などの人文科学を専攻してい

る場合が多かった。しかし、日本の経済や工

業技術が注目されるに従い、社会科学や自然

科学を専攻する学生も日本語を学習するよう

になった。さらに、マスメディアに日本が登

場する頻度が増すにつれ、日本に対する関心

が深まり、一般教養科目の一つとして日本語

を学習するなど、直接自らの専攻に関係がな

くとも日本語を履修する学生が増えたのであ

る。

第三に、年齢層の拡大である。これまでは

日本語を学習するのは主に大学生であった

が、その層が一般成人や高校生などにも拡大

したのである。大学のみならず、高校や専門
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学校などでも日本語のクラスが開設されるよ

うになったのである。

ところで、彼等の日本語学習の動機は、日

本経済の成長に対する注目であることは、す

でに述べたが、それ以外の分野でも彼等に

「日本」を意識させるものはある。柔道など

のスポーツ、茶道や生け花などの伝統的な日

本文化はその良い例であろう。また、近年は

日本のアニメーションが米国民、特に中高生

などの若年層に対して大きな影響を与えてい

る。これらをテレビや雑誌で見ることにより、

日本に対する関心を持つ学生も少なくないの

である。

さらに、日米両国民の相互訪問や交流が重

要な役割を果たしていることにも注目した

い。1996年には518万人の日本人が米国を訪

問し、また61万人の米国人が来日しているh。

つまり、より多くの米国人がそれぞれの地域

やコミュニティにて日本人と出会い、あるい

は日本に来るなどにより、日本人に接する機

会が増えたのである。これらをきっかけとし

て、日本語の学習を始めた者もいるはずであ

る。

これらの理由により、米国における日本語

学習者は急激に増加したのである。

しかし、日本語学習者数の伸びは1990年代

に入ると止まり、1995年までは微減している。

前述のように、米国現代言語協会の調査によ

ると学生数は調査開始以来、増加を続けてい

たが、90年代に入り、僅かながらも初めて減

少に転じた。

この理由として第一に上げなければならな

いのは、日本経済の停滞であろう。これまで

の学習者の急激な増加の第一の理由が日本経

済の成長とこれに伴う世界に占める日本の役

割の増大であったことを考えるならば、日本

経済がバブルで弾けたことにより、学習者が

減少したことは極めて当然のことであろう。

さらに、中国語学習者の増加にも注目しな

ければならない。上記調査では、1990年以降

はアラビア語と中国語を履修する学生の増加

が著しいことを示している。これまで東アジ

アに関心を持つ学生は日本語を学習する場合

が多かったが、日本経済の停滞に伴い中国に

その関心が移っているのではないだろうか。

特に、クリントン政権が第二期目に入り、政

権が対中国政策に重点を置きはじめたことに

より、この傾向は今後も強まる可能性があ

る。

３．北西部における日本語教育

米国における日本語学習者数が近年減少し

ているにせよ、その数と質は他の国に比べ、

決して劣るものではない。だが、それは必ず

しも米国全体にあてはまるわけではなく、実

際には日本語学習者の多い地域と少ない地域

があり、具体的に抱える問題は異なる。また、

ユニークなプログラムにより、質の向上と学

習者の増加を目指している試みもある。ここ

では、北西部でのこれらの実例を取り上げ、

その現状や問題点を考えていきたい。

aワシントン州とモンタナ州

－日本語教育の違い－j

ワシントン州は、米国本土の北西部に位置

しており、戦前より多くの日系人が住んでい

た。現在も、多くの日本人が住んでおり、日

本政府の調査によれば、在留邦人は6000名以

上を数える。国別貿易額では日本が第一位で

あることからもわかるように、日本との経済

面での関係も非常に深い。また州内の自治体

による日本との姉妹提携数は22を数える。こ

れに対し、ロッキー山脈を望むモンタナ州に

在住する日本人は200名程度であり、日本と

の歴史的関係や経済的関係も比較的浅い。日

本との姉妹関係を持つ自治体も僅かである。

両州の日本との関係の差異は、日本語教育

に関しても同様である。ワシントン州では、

州内の約40％の高校で日本語教育が実施され
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ており、またシアトル市内の３つの中学校に

おいては日本語が正規科目になっている。こ

れに対し、モンタナ州では熊本県からの教師

３名が派遣校において指導を行っているのみ

でありk、米国人教師による日本語の正規授

業が実施されている学校はない。大学レベル

においても、前者では多くの大学で日本語教

育が実施されており、特にワシントン大学な

どでは博士号を取得することも可能である。

しかし、後者では、以下のようにモンタナ大

学（University of Montana）とモンタナ州立大

学（Montana State University）で日本語が教え

られているのみである。

モンタナ大学では、常勤３名非常勤１名

の教官が日本語教育に携わっている。日本語

を専攻する学生約50名を含む合計150名程の

学生が学習している。近年、日本語を主専攻

する学生数は、飛躍的に増加しているが、履

修する全体の学生数は減少している。なお、

同大学の図書館には、800冊以上もの日本語

コレクションがあるが、日本語を理解する図

書館司書がいないため、そのカタログ化は行

われていない。一方、モンタナ州立大学では

日本語は選択科目であり専攻はできない。近

年は交換プログラム先である日本の大学から

の教官が授業を担当している。

なお、ワシントン州には、主に高校教師を

中心にワシントン州日本語教師会（WATJ :

Washington Association of Teachers of Japanese）

が組織され、月例会での情報や意見の交換、

ワークショップの開催、年１回の研究発表会

なとのほか、ワシントン州の日本語教育ガイ

ドラインを自主的に作成している。モンタナ

州では、このような動きは全く見られない。

このように両州を比較してみると、その違

いを明確に知ることができよう。人口規模や

需要の違いはあるものの、モンタナ州におけ

る日本語教育は、明らかにワシントン州に比

べ、不十分である。このような日本語教育が

盛んでない地域は、まだ米国には多い。

では、モンタナ州では、どのような点が問

題なのだろうか。

第一に、日本語教育がほんの僅かの機関で

しか実施されていないために、担当者による

教授法や教材などに関する情報や意見の交換

が困難なことである。そのために、各自が試

行錯誤で教育を行っているのが現状である。

第二に、モンタナ大学以外では、専門家に

より日本語が教えられていないことである。

モンタナ州立大学や他の初等中等教育機関で

日本語を教えている担当者は、日本からの派

遣教師であり、日本語教育の専門家ではない。

また滞在期間も限定されているため、その内

容や継続性に関し決して十分とはいえないの

である。

第三に、教育をサポートするスタッフが不

足していることである。モンタナ大学では、

日本語を理解する図書館司書がいないため、

日本語図書の整理が行われていない。特にモ

ンタナ州のような日本の情報や書籍の入手が

比較的困難な地域では、これらの貴重な資料

は有効に活用されるべきである。

第四に、日本語を取得した学生が、卒業後

にモンタナ州内で日本語を生かした職業につ

きにくいことである。これまでの日本との希

薄な関係により、日系企業や日本とビジネス

を行っている企業が少なく、また日本語教育

を実施している機関も限定されている。その

ため、学生はせっかく苦労して日本語を取得

しても、州内でこれを生かすことができない

ため、ワシントン州やカリフォルニア州なと

日本語を使用する機会のある地域に行くか、

あるいは州内で日本語を全く使用しない職業

に就くかしかないのである。

s科学技術日本語プログラム

ワシントン州のシアトル市にあるワシント

ン大学は、通常の日本語講座の他に、技術者

向けの日本語講座を持つ全米でも数少ない大

学の一つである。この講座は、1993年に連邦
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政府からの助成により始まり、工学部内に設

置された。

この講座は、工学部の学生を対象に科学技

術用語などを教えるカリキュラムと、一般社

会人を対象にビジネス日本語を教えるカリキ

ュラムからなる。特に後者は、学生の多忙な

スケジュールに合わせ柔軟性のある時間割を

設定している。学生の目的は、文化理解やビ

ジネスの促進のための道具として日本語を習

得することである。彼等は、ビジネス用語は

もちろんのこと、日本の芸術や根回しなどの

日本に関する知識や習慣も学習する。なお、

このプログラムは、ボーイング社やマイクロ

ソフト社をはじめとする日本と関係の深いい

くつかの有力企業ですでに採用されている。

ところで、1996年にワシントン大学におい

て同大学主催による科学技術日本語ワークシ

ョップが開催された。これは、科学技術を専

攻する学生や社会人を対象に日本語を教える

教師や研究者が集まり、教授法や遠距離教育、

語学教材の技術に関する意見交換や検討を行

うことを目的としており、日本語教育および

教授法の研究者のみならず、工学を専攻する

研究者の参加もあった。特に後者による部会

では、メディアやコンピュータを利用して語

学教育を実施する際の技術の検討や報告が行

われた。

これらの動きは、日本語を学ぶ対象は、単

に文学や言語学を専攻する大学生のみなら

ず、自然科学を専攻する学生にも拡大してお

り、また大学生のみならず社会人にも拡大し

ていることを証明している。同時に、これは

専攻する学問の種類や職業に応じて、教授法

が異なることをも意味している。だが、これ

は近年急速に変化した事項であるために、そ

のニーズに応じたきめ細かな教授法はまだ確

立されていない。すでに、教科書を用いて行

う既存の教授法のほかに、インターネットな

どのコンピュータを活用しての教育も実施さ

れていることが報告されており、対象やニー

ズに応じた新しい日本語教授法がすでに検討

されているのである。

なお、米国では、ワシントン大学のほかマ

サチューセッツ工科大学、ウィスコンシン大

学、ニューメキシコ大学等の幾つかの大学で

自然科学分野を専攻する学生を対象とした日

本語教育が行われているものの、そのネット

ワーク化はまだ成されていない。このような

会合の開催やネットワークの確立による意見

交換や教授法の検討は、今後の日本語教育の

発展のためには必須である。

d遠距離教育

ワシントン州東部の中心地であるスポケー

ン市には衛星教育放送局 STEP
ス テ ッ プ

（Satellite

Telecommunications Educational Programming）

があり、ここでは日本語講座が制作・放映さ

れている。

STEPは1986年に設立され、遠距離に位置

する教育機関の教育機会の確保と教育レベル

の向上を目的としている。日本語講座は当初

から設置されており、現在は週３回「日本語

1」「日本語2」がそれぞれ50分づつ放映さ

れている。ワシントン州のみならず全米を対

象として放送されており、50クラス約700名

の高校生が受講している。番組は生放送で行

われ、学校とスタジオが電話回線で繋がるこ

とにより、通常の教室での教師と学生のやり

取りのような問答も行われる。宿題は毎回あ

るが、その配布、記入、提出、採点、返却は

すべてコンピュータにより行われる。

学習者数は近年少しづつ減少している。そ

の理由として、第一に、既に前章でも述べた

が、日本経済の停滞に伴い学生の日本に対す

る関心が低下していること、第二に放送開始

当初に比べ日本語教育が幅広く全米に浸透し

たため、小規模の学校でも独自に日本語教師

を確保し日本語の授業が行われるようになっ

たこと、などがあげられる。

STEPでは、今後はゲームや日本文化の紹
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介も取り入れた小学生を対象にした「初級日

本語」の設置を検討している。

このような遠距離教育は、日本語教師資格

を持つ教師を持たない高校でも、日本語の授

業の実施が可能になるため、特に都市部以外

の地域において、有効に活用されている。

なおSTEP担当者によれば、このような衛

星を用いての日本語教育放送は、全米６ヶ所

で実施されている。しかし、それぞれが独自

に番組を制作しているのみであり、これまで

は特別な交流や情報交換は行われていなかっ

た。このようなタイプの日本語教育は、放映

する際に使用するビデオ教材や歌などの著作

権の問題など、通常の教室での授業とは異な

る問題を抱えていることが多く、これらの解

決のためには意見交換をする機会やネットワ

ーク作りが急務である。

fイマージョンプログラムl

オレゴン州ポートランド市郊外のリッチモ

ント小学校では、1989年以来日本語によるイ

マージョンプログラム（Immersion Program）

が実施されている。

以前より同校が所在する学校区では、スペ

イン語イマージョンプログラムを実施してお

り、成功をおさめていた。その後、地域での

日本人の増加、オレゴン州と日本の関係の緊

密化、地域社会での日本に対する関心の高ま

りなどを考慮・検討した結果、日本語イマー

ジョンプログラムの開始が決定されたのであ

る。

現在、１学年56－60名（２クラス、１ク

ラス当たり最大30名）の生徒が同プログラム

に所属している。生徒の募集は毎年３月に行

われ、３倍程度の倍率である。入学試験はな

く、願書に基づく選考のみである。言語と文

化を学ぶことを目的としていることから、選

考の際は生徒の「人種」「性別」「地域性」の

バランスを考慮しながら人選される。

同プログラムには、６名の日本人教師と同

数の米国人教師および数名の日本人アシスタ

ントが従事している。また、近郊に在住する

日本人がボランティアとして働いているほ

か、日本の民間団体より日本人が派遣されて

いる。

授業は、それぞれの学年で日本人教師１名

と米国人教師１名により行われ、半日づつ日

本語および英語での授業が実施されている。

また、同校でのプログラムの第一期卒業生

が誕生するに伴い、一昨年秋に同学校区内の

中学校にて一部イマージョンプログラムが開

始された。将来は同学校区内の高校でも日本

語イマージョンプログラムが実施される予定

である。

なお、このリッチモンド小学校でのイマー

ジョンプログラムを活用し、他の小学校でも

効率的に日本語および日本文化を教えること

を目的に、FLES（Foreign Language Elementary

School）プロジェクトが今年度より実施され

ている。この「もしもしプロジェクト」と呼

ばれるプログラムは、同校での授業風景を20

分程度ケーブルテレビを通じて市内の各小学

校にて放映し、その後各校での担当である米

国人と日本人のボランティアがペアとなり、

30分間から40分間、日本語および日本文化に

関する授業を行うものである。

同プログラムは極めてユニークであり、生

徒も効果的に日本語を習得している。しかし

その導入の際には幾つかの条件が必要であ

る。まず第一に、地域（学校区）の強力な支

持と理解である。米国では、州単位や学校区

単位でカリキュラムや教育方針が設定される

ため、地域住民の意見は地域の教育政策全体

に直接反映される。第二に、学校区や教育委

員会の関係者、学校長や教師の支持と理解で

ある。教師にとっては教材の作成、授業運営、

担当する生徒の人数などに関し、通常のカリ

キュラムに従事する教師より負担がかかるこ

とは言うまでもない。関係者の支持、理解や

協力無くしてこのようなユニークなプログラ

浅川公紀・中津将樹：米国における日本語教育

－ 181－



ムの運営は不可能なのである。第三に、日本

の関係が深く、日本人が比較的多く住んでい

る地域でのプログラムの設立が好ましいこと

である。生徒の日本に対する関心、日本語資

料の入手、教師やアシスタントの確保などを

考えるならば、比較的日本に縁がある地域の

ほうがプログラムの運営には好都合であろ

う。

g小学校レベルにおける日本語教育

ワシントン州で最も規模が大きいシアトル

学校区では、今年度より小学校レベルでの日

本語教育が開始された。これは、外国語・国

際理解教育（これらを総称して学校区では

「World Education」と呼んでいる）を推進す

るという教育区が進める改革¡0の一つに組み

込まれており、特に生徒は「少なくとも一外

国語を理解できるようになる」ことを目標と

している。

昨年度は、計画策定や教材の選定および制

作、パイロットスクールの決定がなされた。

これに基づき、今年度は２つのパイロットス

クールの低学年の生徒を対象に授業が実施さ

れており、来年度はその数を10校程度に拡大

する予定である。

その指導方法は、なるべく多くの小学生に

教育の機会を与えることを目的としているた

めに、学校区が所有する放送局を利用し、テ

レビ放送を通じて実施している。その独自の

教材は遠距離教育にも対応できるものになっ

ている。

今後は上級学年用の教材作成とその具体的

な指導方法の検討、小学校、中学校、高校で

の日本語教育カリキュラムの整合性の検討が

行われる予定である。

シアトル学校区では、前述のように同事業

を外国語・国際理解教育分野での教育改革の

一つと位置づけており、日本語教育の実施を

モデルとして、今後は中国語や韓国語（朝鮮

語）、ロシア語やアラビア語などの外国語教

育を実施したいとしている。これらを考える

ならば、同事業は今後の同学校区の外国語教

育および国際理解教育の行方を左右すると言

っても過言ではない。

ところで同学校区では当初上記の５外国語

が外国語教育推進のモデル候補になっていた

が、ワシントン州の日本との緊密な関係、活

発に実施されている高校や大学レベルでの日

本語教育などの現状や語学の将来性などを検

討した結果、日本語教育の実施を決定した。

これは、すでに教育関係者は日本語教育の重

要性を理解していることを意味していると同

時に、同州での日本のプレゼンスが大きいこ

とがその決定に影響を及ぼしていることがわ

かる。なお、その際に、在シアトル日本国総

領事館が資料や情報の提供など積極的に協力

を行った。

学校区が率先して初等教育レベルでの日本

語教育の推進を行ったことはこれまではほと

んどなかったこと、同事業がシアトル学校区

での他の外国語教育に先駆けてのモデルとな

っていること、そして教育長が率先して実施

している教育改革が全米の注目の的になって

おり¡1、同事業はその一環であることを考え

るならば、現在進行中のこの事業は今後の日

本語教育にとっては極めて重要なものになろ

う。

４．日本語教師の意識

日本語教師は現在どのような地位にあるの

だろうか。また、現在の仕事に対してどのよ

うに感じているのだろうか。ここでは、ワシ

ントン州で実施した調査¡2の結果（資料２）

をもとに、サンプル数は少ないが、彼等の現

在置かれている状況や日本語教育に対する意

識について考えたい。

まず質問１では、現在のポジションに関し

尋ねた。その結果、約60％が常勤であり、う

ち半数が日本語のみを教えている。常勤で日
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本語を教える場合、通常は一日５コマは必要

であるが、これを満たす学校は非常に少ない。

それにもかかわらず、18名がこの条件を満た

していることは、調査の際に協力を得たワシ

ントン州日本語教師会に所属している教師が

比較的日本語教育の経験が長く、教育実績が

あり¡3、大規模校にて従事しているためと思

われる。また、コマ数が3.5コマと少ないの

は、近年ワシントン州の学校の多くで採用さ

れつつあるブロック・スケジュール¡4のため

であろう。

次の質問２では、使用教材に関し尋ねた。

約70％の教師が市販の教科書を使用してお

り、また半数以上が自身の作成によるプリン

トやビデオなどの視聴覚教材を使用してい

る。また、雑誌・書籍をあげた教師が約40％

いるが、これは日本語で書かれた出版物なの

か、あるいは日本に関する英文の物なのかは

不明である。さらに、日本語を母国語とする

人を活用している担当者が10名いるが、これ

は日本人講師を派遣するプログラム¡5を採用

する場合や、地域在住の日本人などによるボ

ランティアとしての協力がある場合であろ

う。さらに、教師自身が日本人である場合も

あることから、実際に学生がクラスで日本語

を母国語とする人に接する機会は示された数

字より若干高いと思われる。

質問３と４では、日本語のクラス数と学生

数の増減に関し尋ねたが、前者では「変わら

ない」と回答した者が最も多いものの、後者

では「増加した」との回答が一番多かった。

これは、日本語を受講する学生の数は増加し

ているが、クラスは増えない場合が最も多い

ことを表している。これは受講学生の数が微

増であるために、クラス数の増加には結びつ

かないことを意味している。また学生数が

「増加した」とともに「減少した」という回

答も少なくないことにも注目すべきである。

しかし、本調査ではサンプル数が少なく、ま

た「増加した」「減少した」の数は僅差であ

ることから、今後はより多くのサンプルを用

いての調査が必要であろう。なお、無回答が

比較的多いのは、彼等が現在の教育機関での

授業の担当期間がまだ短期であるために、こ

れまでの学生数などについて正確に把握して

いないためと思われる。

最後の質問５では、５項目について５段階

評価してもらうことにより、現在の仕事に対

する満足度を計った。これらを平均してみる

と「教える科目」に関しては、4.0であり、最

もその満足度が高い。また「学校や行政の支

援」「学生」がともに3.8であり、学校で日本

語を教えることには満足している教師が多

い。しかし、「自身の言語能力」「教材」に関

しては、必ずしも満足していないことが推測

できる。

これらから、何がわかるだろうか。

第一に、地位が必ずしも安定していないこ

とである。日本語を教える常勤教師が60％と

いう数字は、他の科目を教える教師に比べ、

必ずしもその割合は高くないはずである。前

述のようにワシントン州日本語教師会に所属

している教師の多くは、比較的教育歴が長く、

また各学校当たりの日本語のコマ数は他の科

目ほど多くはないことなどを考えるならば、

実際は非常勤講師はかなり多いものと推測さ

れる¡6。

第二に、教材の使用や作成に苦労している

ことである。これは、中等教育において、日

本語教育が他の科目に比べ歴史が短く、また

教授法も確立されていない、などの理由にも

よるものであろう。半数以上の担当者が市販

の教科書のほかに独自で作成したプリントや

視聴覚教材など複数の教材を使用するなどの

工夫をしているが、教材に対する満足度がそ

れ程高くないことは、今後の課題になるだろ

う。

第三に、日本語を学習する学生数に関し、

一時期の伸びは止まっていることである。ク

ラス数や学生数において「増加した」「減少
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した」の数がそれほど変わりないことや、

「変わらない」が比較的多いことは、地域に

より多少の増減はあるものの、全体としての

数は大きな変化がないことを示している。

第四に、最も重要なことであるが、「日本

語を教える」という自身の仕事に対して総じ

て満足しているということである。「言語能

力」「教材」に関して多少の不満はあるにせ

よ、「日本語」が好きであり、学校や行政の

支援があり、学生に対しても好意的であるこ

とがわかる。
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５．日本語学習の意識

なぜ米国人は日本語を学習するのだろう

か。また、彼等は日本語学習に満足している

のだろうか。本章では、高校生を対象に実施

したアンケート調査¡7の結果をもとに、これ

らの問いに答えていきたい。

まず質問１では、最初に学習した場所、機

関について尋ねた。85％の学生が現在所属し

ている高校にて初めて日本語を学習してい

る。ちなみに、「その他」を選択した学生の

内訳は、他の高校－41名、中学校－12名、

家族－６名、民間が自主的に開講している教

室－２名、日本での滞在時－１名である。

質問２では、選択した理由について尋ねた。

その結果、日本に対する興味や関心からくる

場合が最も多く、第二の理由である「将来の

仕事のため」の２倍にも上る。また難しい日

本語にチャレンジしてみたいという理由もか

なりある。性別では、女子に比べ男子では

「特に理由なし」の割合が高く、女子では

「日本語が難しいから」「日本人の友人がいる

から」が高い割合を示している。学年別では

大きな差異は見られない。なお、「その外」

を選んだ高校生の理由はさまざまであるが、

最も多かったのは「友人や家族の影響」いわ

ゆる口コミであり、次に日系のバックグラン

ドなどによる「家系」が多かった。

質問３では、今後の学習の継続の意思につ

いて尋ねたが、70％以上もの高校生が来年度

も学習する意思を示している。性別ではその

相違はないが、学年別では、一年生では90％

以上が継続の意思を示しているのに対し、二

年生および三年生になると半数ほどに激減し

ており、「継続しない」あるいは「まだ決め

ていない」高校生の割合が増加している。

では、なぜ学習を継続し、あるいは止めよ

うとしているのだろうか。

「はい」と答えた理由で最も多いのは「ク

ラスが楽しいから」であり、これは性別や学

年別でも変わらない。また「日本をもっと学

びたい」が二番目に位置し「将来の仕事に役

立つから」よりも僅かに多い。これは、質問

２の「日本に興味があったから」「将来の仕

事のため」という動機がそのまま学習開始以

降も継続しており、彼等がそれなりに満足し

ていることを示している。

では、日本語を学習しない理由は何だろう

か。最も多いのは「他科目との兼合いのため」

である。特に二年生および三年生になるとそ

の割合は半数近くにもなる。これは、米国の

学校制度や大学入試制度によるものであろ

う。つまり、米国の多くの大学が出願の際に

２年間の外国語の履修を義務づけているが、

彼等は高校三年次進級前までに日本語を２年

間学習しているため、この規定を満たしてお

り、その後は履修する必要はないのである。

おそらく、最終学年は大学受験の準備のため

に、その時間を費やすのであろう。なお、

「日本語の学習は難しいから」「クラスがつま

らないから」という理由が意外に少ないこと

は、喜ばしいことである。

質問４では、学習前後の学習内容の難易に

ついて尋ねた。その結果、「思っていた程度」

が最も多く、また「思っていたより易しい」

が「思っていたより難しい」より10％ほど上

まわっている。性別では大きな違いは見られ

ないが、学年別では学年が上がるに伴い、

「思っていたより易しい」の割合が下がり、

逆に「思っていたより難しい」が上がるが、

これは学年が進むに従い、学習内容も高度に

なることから、極めて当然のことであろう。

最後の質問５では、自身の学習経験をもと

に、友人に学習を勧めるかどうか尋ねた。こ

れにより、彼等がこれまで日本語を学習し良

かったか否かということがわかる。その結果、

80％以上の高校生が勧める旨回答している。

これは男女別および学年別でも同様である。

その次に理由を複数回答可として尋ねたが、

マルをつける数が他の同様の質問より多かっ
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た。また、質問４では「思っていたより難し

い」が学年が上がるに伴い、その割合が上昇

していたにもかかわらず、本質問では、学年

別も８割以上の高校生が好意的な回答をして

いることから、たとえ学習が難しくとも勧め

るという姿勢を見ることができる。

これらの結果から、次のことが言えよう。
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第一に、高校生は総じて日本語学習に好意

的であることである。質問３や５の結果はこ

れを明確に証明している。特にこれらの理由

の一番に上げられるのがクラスの楽しさであ

ることは、極めて健全であり理想的であると

いうことができるのではないだろうか。

第二に、高校生の日本に対する興味や関心

が極めて高く¡8、これが日本語学習のきっか

けやその後の継続に影響していることであ

る。一般に、特に大学レベルでは日本語学習

の動機を将来の仕事に結びつける場合が多い

が、高校生レベルでは、むしろ日本に対する

個人的な興味や関心など漠然としてはいる

が、純粋な動機と言うことができよう。学習

を継続しない高校生の理由も、「日本語が難

しい」「クラスがつまらない」などより、大

学受験などに伴う他の科目との兼ね合わせに

よるものが多いことから、日本語学習そのも

のに対する嫌悪からくるものではないことは

明らかである。

第三に、日本語教師の重要性である。これ

らの調査により、高校生の日本語学習に対す

る満足度の度合いは、教師の教授法やクラス

管理によるものが大きいことは明確である。

特に、多くの高校生が高校入学後に日本語を

学習し始め、そのクラスの楽しさや日本に対

する興味や関心を持ちながら学習を継続する

ことを考えるならば、教師は彼等の対日観や

学習意欲に大いに影響を及ぼしうる存在なの

である。

第四に、意外なことではあるが、日本語を

難しいと思う高校生が少ないことである。ス

ペイン語やフランス語と比較すると、日本語

は英語とは文字や文法など全く異なる。しか

し、多くの高校生が日本語の学習にチャレン

ジし、学習後の印象が「思っていた程度」と

答えるならば、それは彼等がそれなりの覚悟

をして日本語の学習に取り組んでおり、また

教師がわかりやすく、一生懸命かつ楽しく教

えているためであろう。ここにも、彼等の努

力やその重要性を知ることができる。

６．問題点および今後の課題

現状を見るかぎり、第一に指摘しなければ

ならないことは、学習者の減少である。

減少はなぜ問題なのだろうか。この問いに

答えるには、日本語教師の現状について考え

なければならない。前述のように学校で日本

語のみを担当している常勤教師はそれほど多

くない。他の多くは「日本語を教えながら他

の科目も教える」常勤教師あるいは「日本語

のコマをいくつかもつ」非常勤教師である。

学習者の減少は、日本語のコマの減少を意味

するものであり、彼等の身分や地位を不安定

なものにする。常勤教師であっても他の科目

を兼任しなければ常勤でなくなることもあり

うる。だが、そうなると、日本語教育のため

の準備に費やす時間が減少するため、教育内

容や教授法など質の向上は困難になる。非常

勤教師に至っては失職すらしかねないのであ

る。

また、大学レベルでは、寄付の減少¡9や人

文科学や社会科学分野での日本研究の講座の

減少にも影響を及ぼすことが考えられる。

だが、長期的に見た場合、学習者の減少が

招く最も大きな弊害は、知日家および親日家

の減少である。日本語学習者が非日本語学習

者より日本に対する関心が深いことは明らか

であり™0、米国の若者の日本語学習に対する

関心の低下は今後の日米関係に大きな影を落

とすと言っても過言ではないのである。

では、学習者を増やすためにはどうすれば

良いのだろうか。これまでの学習者の増加の

理由が日本経済の成長に帰することを考える

ならば、日本経済の再興が最も容易な方法で

あり、国際社会での日本の政治経済的地位の

向上が大きなテーマであることは言うまでも

ない。しかし、そのための方策は、本稿の主

旨から外れる事項であるため、ここでは言及
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しない。だが、忘れてはならないことは、こ

れまでのように何も行動を取らなくとも米国

民が日本に注目し日本語教室の扉を叩く時期

は、既に終了したと言う事実であり、今後も

このような状況を期待して無策で待つのでは

なく、何らかの政策や行動を起こすことが必

要であるということである。

学習者の増加のためには、まず米国民に日

本に対して目を向けさせることが重要であ

る。そのためには、第一に、文化広報活動を

いっそう徹底して行うことである。ともすれ

ば日本では「沈黙は美徳」とされる。しかし、

米国は自らをアピールする社会であることは

周知の事実である。講演会などの政策広報や

学校を対象にした教育広報を徹底し、また文

化イベントの開催やコミュニティ活動への参

加や支援などにより、日本を積極的にアピー

ルする必要がある。その主体は政府関係機関

をはじめ、民間団体や個人である。特に、米

国に進出している日本企業はコーポレートシ

チズンシップ™1を徹底させることにより、現

地の日本語教育に対する支援はもちろんのこ

と、日本に直接関係のない地域の活動にも積

極的に参加することなどにより、社会的貢献

をすることが望ましい。

さらに、上記に関連するが、第二に日米間

での草の根交流を促進させるこである。前述

のように、日本語学習者の学習動機が、家族

の仕事などによる日本滞在経験、日本人をホ

ームスティさせた経験を持つなどの日本人と

の接触経験がきっかけとなり、日本語を学習

しはじめる高校生も最近は増加している。こ

れはこれまでの草の根交流の成果と言って良

いだろう。より多くの日本人が米国に足を運

び米国人と触れ合い、同時に米国人が日本に

行くことにより、相互交流を深めることは極

めて有効である。さらに、このような交流す

るシステムを作ることも重要であろう。特に、

姉妹都市交流や高校や大学などの教育交流

は、相互交流の機会を一般国民に提供するこ

とから、積極的に促進すべき分野である。

なお、1997年度より、日本政府は米国の教

育関係者を対象に日本に招待し、見聞を広め

てもらうプログラム™2を開始したが、これは

参加者が帰国後、各教育機関においてその経

験を学生に伝達し教育に生かすことを考える

ならば、その効果は計り知れないものであり、

今後の成果を注目する必要があろう。

第三に、日本語教育の充実である。なぜな

ら、内容を充実させ質を向上させることは、

学生の学習意欲を高めることに直接つながる

からである。そのためには、次のような事項

に関して今後検討していく必要がある。

まず、日本語普及のための政策の策定であ

る。これまで日本政府は、日本語を世界に広

める活動支援を国際交流基金などを通じて行

ってきている™3。だが、日本語を国際語とし

て拡大させるための理念や方針などは明確に

は決められてはいない。日本政府としての世

界を対象にした日本語教育政策の策定は急務

である。

次に、これに基づく積極的な支援活動であ

る。この分野では、前述のように国際交流基

金が中心となり実施しているが、決して十分

とは言えない。特に、近年米国の多くの教育

機関は財政状況が厳しくなっていることか

ら、いっそうの支援が必要である。具体的に

は、教材開発、教材や図書の購入などの分野

では大きな需要があるだろう。また、日本語

教師や研究者の養成のための奨学金、日本で

の研修プログラムなど学生や研究者自身に対

する支援も必要である。なぜなら、今日の大

学レベルでの博士号取得者、中等教育レベル

での日本語免許や修士号取得者など適当な人

材は現在でも不足しているからである。さら

に、中学校や高等学校など中等教育レベルに

対する支援も今後は重要になるであろう。全

体の日本語学習者は微減しているが、このレ

ベルにおいては新たに日本語教育を始めよう

とする教育機関も少なくないことから、教材
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の提供や日本人教師の派遣の支援が有効であ

ろう。

また、米国側においても次のような実践が

必要であろう。

第一に、日本語教師によるきめ細かなネッ

トワークの構築である。米国では、すでに全

米日本語教師会やアジア学会の日本語部会、

全米中等日本語教師会などの全米規模の団体

が設立されている。また、日本語教育が盛ん

なハワイやカリフォルニア、オレゴンやワシ

ントンをはじめとする一部の州では、日本語

教師によるネットワークが設立され、情報交

換やワークショップの開催などが行われてい

る。しかし、それ以外の多くの州では、この

ような組織がないことから、それぞれの教師

が試行錯誤で授業を行っているのが実情であ

る。国際交流基金のプログラムの存在すら知

らない教師も少なくないのである。既存の団

体による支援により、州単位での組織を設立

することは、情報交換はもちろんのこと、教

師にとっても心理的に心強いものになるはず

である。

第二に、ガイドラインの策定である。米国

では日本のように科目ごとの国による指導要

領やガイドラインは設立されておらず、州単

位で行われている。数学や英語などは全米統

一学力試験などの内容をもとに一定の基準が

あるために比較的教えやすい。だが、日本語

はいわゆる特殊科目であり歴史も浅いため

に、一定の指導基準が存在しないのである。

そのため各教師はそれぞれ独自に教えてお

り、その内容やレベルも必ずしもすべて決め

られているわけではない。つまり、それぞれ

の教師が全く独自に日本語の授業を行ってい

るのである。この問題を解決するため、ウィ

スコンシンやワシントンなどの州では、教師

有志が討議・研究を重ね、ガイドラインを策

定している™4。これは必ずしも州のすべての

日本語教師に採用され実践に生かされている

わけではないが、一定の指針の役割は果たし

ているのである。このようなガイドラインを

早急に他の州でも策定し、全体の日本語教師

の質の向上や教育内容の共通化を図る必要が

ある。

もちろん、上記の積極的な活動の際には、

日本側の強力な支援が必要であることは言う

までもないだろう。

７．おわりに

なぜ米国における日本語教育は重要なのだ

ろうか。あるいは、なぜ米国での日本語学習

者の減少は日本にとって好ましくない状況な

のだろうか。

それは、米国人による日本語の理解は、彼

等の日本に対する興味や関心の増大や対日観

の形成、ひいては米国における知日家や親日

家の増加に大いに影響を及ぼすからである。

また、これは米国人による日本理解や対日イ

メージの形成に結びつく極めて重要な事項な

のである。

学習者の多くは「日本語を学習してから日

本に関心をもつようになる」のではなく「日

本に関心をもつようになったから日本語を学

習するようになる」のではないだろうか。も

ちろん、この場合の「日本」は「日本人」に

置き換えてもよい。あるいは人によっては

「茶道」などの伝統文化、「柔道」などのスポ

ーツ、または日本製の電化製品やアニメーシ

ョンかもしれない。とにかく日本に関する一

つの事項を切り口にして、その関心が日本語

学習に結びつくのである。あるいは、友人か

らの口コミにより日本語のクラスを取り始め

る人もいるかもしれない。このように、さま

ざまな日本語学習に対するアプローチの方法

はあるにせよ、これらに共通することは「日

本語教育」という媒体を通じて日本に対する

興味や関心を深めていくことである。実際、

日本語を日本人並に理解し流暢に話すことが

できる外国人はそれほど多くないだろう。む
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しろ、多くの学習者は日本語を学習すること

により、（高度の語学能力よりも）適度の日

本語能力を身につけ、同時に各自が日本に対

して目を向け、それぞれの日本に対する興味

や関心を深めることにより、一定の満足感を

満たしているのではないだろうか。日本側に

とっても、日本語能力を身につけた米国人の

輩出はもちろんであるが、同時に日本に興味

や関心を持つ米国人、日本に対して好意的な

米国人が必要なのである。つまり日本語教育

の促進により、より多くの知日家および親日

家を米国で作り出すことが重要であり、これ

が日本にとっての大きなメリットになりうる

のである。彼等は日本にとっての米国におけ

る貴重な資源であり財産なのである。このよ

うに考えるならば、日本語教育は文化交流の

一分野であることは当然であるが、重要な外

交手段の一つでもあると言える。

ところで、本稿では、米国において日本経

済の停滞と共に大学レベルでは学習者は微減

していると述べた。しかし、ある意味ではこ

れまでの急激な増加がむしろ過剰過ぎたとも

言えよう。今後は減少をできるだけ食い止め

ると同時に、質の向上を図ることが重要であ

ろう。また、いくつかユニークな日本語教育

の取組みを取り上げたが、これらの需要に基

づく新たな活動に対する支援も必須である。

特に、初等中等教育レベルでの日本語教育は

今後の米国の日本語教育の促進のためには、

大きな鍵を握っている。なぜなら、日本語教

育が中等教育で普遍化しないかぎり、スペイ

ン語やフランス語、ドイツ語などのように、

米国の外国語教育の中で市民権を獲得するこ

とはできないからである™5。

日本語教育を促進させるためには、教育の

内容の論議のみでは無意味である。近年の学

習者の学習動機が多岐にわたっていることか

ら、さまざまなアプローチを用いることが必

要である。特に日本語教育が重要な文化交流

の一分野であることを考えるならば、日本に

関する広報や文化行事などの開催、草の根交

流の促進をいっそう進めなければならない。

今日の日米関係は単なる二国間関係ではな

く、世界の中でも最も重要な国家同士の関係

であり、かつ国際社会全体に大きな影響を及

ぼしうる、極めて特別な関係である。特に、

国際社会のボーダレス化が叫ばれる現在、両

国民による相互理解は極めて重要な要因であ

る。もちろん、日本人による対米理解の必要

性は言うまでもないが、今日の両国間におけ

る情報や人の交流のアンバランスを考えるな

らば、より多くの米国人に日本を理解しても

らう必要がある。このように考えるならば、

今後も米国における日本語教育は極めて重要

な役割を担っていると言えよう。

注

a 国際交流基金『海外の日本語教育の現状－日本語教育

機関調査・1993年』国際交流基金 1995 p.13－17

s Richard Brod, Bettina J. Huber“Foreign Language

Enrollments in United States Institutions of Higher

Education, Fall 1995”“ADFL BULLETIN, Vol. 28 No. 2,

Winter 1997

d マリウス・ジャンセン「日本研究の歴史」『米国にお

ける日本研究－歴史と現状－』国際交流基金 1989

p. 8

f 海軍はコロラド州ボルダー、陸軍はミネソタ州サヴィ

ジなどの基地にて日本語教育が行われた。このような

軍部による日本語教育はその後ハーバード大学やシカ

ゴ大学、ミシガン大学をはじめいくつかの大学で実施

された。（ジャンセンp. 16）

g ジャンセン p. 19

h 法務省統計による（同省ホームページより引用）

j 数字は、筆者中津が1996－97年に実施した調査に基

づく。

k モンタナ州は熊本県と姉妹提携を結んでおり、この活

動の一環として1991年に熊本県による教師派遣制度

が開始された。通常２年間の契約で県内の教師３名が

モンタナ州に派遣されている。
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l 日本語を非母国語とする人を対象に、日本語で算数や

社会などの通常の教科の授業を行う学習プログラム。

オレゴン州では、日本語のイマージョンプログラムを

実施している学校は２校あり、その他スペイン語が２

校、フランス語が１校ある。全米では約10校にて日

本語イマージョンプログラムが行われている。

¡0 シアトル学校区が推進する教育改革に関しては以下を

参照されたい。

中津将樹「米国における強い教育改革」『自由』自由

社 1997年７月号 p. 47－63

¡1 シアトルの教育長は無党派ではあるが、1996年の民主

党全国大会に招待され、教育の重要性を訴える演説を

行っている。

¡2 1997年春にワシントン州日本語教師会および東部支部

の協力のもとに、ワシントン州の高校において日本語

教育に従事する教師約100名にアンケート用紙を配布

し、実施した。その結果56名から回答があった。

¡3 アンケートの回答者の現在教えている学校での教育歴

は平均4.2年であり、また他の学校での教育を含むこ

れまでの教育歴は5.6年であった。

¡4 通常は１コマ50－60分程度の授業であるが、ブロッ

ク・スケジュールの場合100－120分授業になり、通

常の２コマ分が１コマの扱いになる。「１コマ50分の

授業では時間が短すぎる」「重要な事項は二回にわけ

て教えるより一回で教えるほうが効果的」などの考え

により、採用されることが多い。特に、音楽や絵画な

どの芸術科目、実験を伴う理科やフィールドトリップ

などを行う社会科ではブロック・スケジュールは適当

とされている。

¡5 日本人講師を海外の教育機関に派遣するプログラムは

かなり存在している。ちなみに、『日本語教師になる

ための本‘97』（イカロス出版）には、公的機関主催

の12プログラム、民間機関が実施する13プログラム

が紹介されている。

¡6 国際交流基金の調査によれば、日本語を教える米国の

専任教師の割合は、初等中等教育レベルで47.5％、高

等教育レベルでは 47.9％であり、教師数上位 20か

国・地域の平均がそれぞれ71.2％、64.9％であること

から、米国での割合は他の国と比較しても決して高く

ないことがわかる。（国際交流基金『海外の日本語教

育の現状－日本語教育機関調査・1993年』p. 43－44）

¡7 1996年春にワシントン州シアトル市郊外の３つの高校

およびスポケーン市の４つの高校にて日本語を学習す

る高校生421名を対象にアンケート調査を実施した。

（サンプル内訳：性別－男子291名、女子175名、学年

別－一年生194名、二年生186名、三年生41名。なお

学年別の分類では、「一年生」というのは「日本語学

習一年目の学生を対象としたクラスを履修している学

生」を意味しており、実際の高校一年生を示している

のではない。たとえ高校三年生であっても、日本語を

学習して一年目の学生は「一年生」に分類される。

¡8 米国人高校生の日本に対する興味や関心に関しては、

以下を参照されたい。

中津将樹「米国人高校生の対日観」『自由』自由社

1997年６月p. 20－37

上記で用いた調査は、本論での調査と同時期に実施さ

れ、サンプルも重複している。

¡9 国際交流基金を通じた日本の民間企業からの米国の大

学・研究機関への寄付額は1990年は50億円、1992年

は37億円、1995年には８億６千万円までに急激して

いる。（読売新聞米国版YOMISAT、1997年３月11日

付）

™0 前掲、中津「米国人高校生の対日観」を参照された

い。

™1 コーポレートシチズンシップ（Corporate Citizenship）。

「企業による社会貢献」とも訳され、特に福祉や教育

の分野で、企業が寄付や施設の提供などにより、その

位置する地域コミュニティに社会的に貢献することを

いう。企業や地域によっては、一定の利益をコーボレ

ートシチズンシップのために費やすことを定めている

こともある。

™2 日本政府のイニシアチブにより1997年より始められた

フルブライト・メモリアル・プログラムは、今後５年

間にわたり合計5000名の米国人教師や教育行政官な

どの教育関係者を日本側の費用負担により約２週間日

本に招待し、日本の教育施設の見学や関係者との意見

交換、ホームスティなどを通じて、彼等に日本につい

て知ってもうらことを目的としている。

™3 国際交流基金は、日本語教育専門家の派遣、給与謝金

助成、弁論大会助成、日本語能力試験の実施、研修、

浅川公紀・中津将樹：米国における日本語教育

－ 191－



教材助成などの事業により、海外における日本語教育

を支援している。

™4 ワシントン州におけるガイドラインに関しては、以下

を参照されたい。

レスリー・オカダ・バークランド「ワシントン州の高

校における初級日本語教育」『世界の日本語教育』

1995年第３号　国際交流基金 1995 p.181－190

™5 牧野成一「米国における日本語教育の現状と展望」

『米国における日本研究－歴史と現状－』国際交流基

金 1989 p. 92

東京家政筑波女子大紀要２ 1998

－ 192－


